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愛媛県保健福祉部生きがい推進局 

長寿介護課長 

（公印省略） 

 

令和３年度介護報酬改定に係る基準条例等の改正について 

 

このことについて、下記の条例及び規則の全部改正を行い、本日別添のとおり公布さ

れましたので、御了知願います。 

 

記 

 

１ 条例の全部改正（令和３年３月 26 日愛媛県報第 192 号外１） 

条例名 改正前の条例番号 改正後の条例番号 

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営

に関する基準を定める条例 
平成 24 年愛媛県条例第 59号 令和３年愛媛県条例第 23 号 

愛媛県養護老人ホームの設備及び運営

に関する基準を定める条例 
平成 24 年愛媛県条例第 60号 令和３年愛媛県条例第 24 号 

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び

運営に関する基準を定める条例 
平成 24 年愛媛県条例第 61号 令和３年愛媛県条例第 25 号 

愛媛県指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例 

平成 24 年愛媛県条例第 62号 令和３年愛媛県条例第 26 号 

愛媛県指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例 

平成 24 年愛媛県条例第 63号 令和３年愛媛県条例第 27 号 

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条

例 

平成 24 年愛媛県条例第 64号 令和３年愛媛県条例第 28 号 

愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例 

平成 24 年愛媛県条例第 65号 令和３年愛媛県条例第 29 号 

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条

例 

平成 24 年愛媛県条例第 66号 令和３年愛媛県条例第 30 号 

愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例 
平成 30 年愛媛県条例第 17号 令和３年愛媛県条例第 31 号 

様 



 

２ 規則の全部改正（令和３年３月 26 日愛媛県報第 192 号外２） 

規則名 改正前の規則番号 改正後の規則番号 

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営

に関する基準を定める条例施行規則 
平成 24 年愛媛県規則第８号 令和３年愛媛県規則第 23 号 

愛媛県養護老人ホームの設備及び運営

に関する基準を定める条例施行規則 
平成 24 年愛媛県規則第９号 令和３年愛媛県規則第 24 号 

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び

運営に関する基準を定める条例施行規

則 

平成 24 年愛媛県規則第 10号 令和３年愛媛県規則第 25 号 

愛媛県指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例施行規則 

平成 24 年愛媛県規則第 11号 令和３年愛媛県規則第 26 号 

愛媛県指定介護予防サービス等の事業

の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例施行規則 

平成 24 年愛媛県規則第 12号 令和３年愛媛県規則第 27 号 

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条

例施行規則 

平成 24 年愛媛県規則第 13号 令和３年愛媛県規則第 28 号 

愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例施行規則 

平成 24 年愛媛県規則第 14号 令和３年愛媛県規則第 29 号 

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条

例施行規則 

平成 24 年愛媛県規則第 15号 令和３年愛媛県規則第 30 号 

愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例

施行規則 

平成 30 年愛媛県規則第 17号 令和３年愛媛県規則第 31 号 

 

３ 施行日 

令和３年４月１日 

 

４ その他 

規定の簡素化を図り、県民に平易なものとするため、従来の転記方式（基準省令の

規定を転記する形）から引用方式（基準省令の名称を引用する形）に移行し、県の独

自基準のみ条例で規定するよう改めるため、全部改正とした。 

 

【担当】 

愛媛県保健福祉部生きがい推進局 

長寿介護課 介護事業者係 

ＴＥＬ: 089-912-2432（係直通）    

Ｅ－Ｍａｉｌ: choujukaigo@pref.ehime.lg.jp 



条 例

!愛媛県条例第１号
愛媛県行政組織条例の一部を改正する条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県行政組織条例の一部を改正する条例

愛媛県行政組織条例（平成７年愛媛県条例第１７号）の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

" 目 次 "

条 例
○ 愛媛県行政組織条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………………（人事課）……１
○ 知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２
○ 愛媛県手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………………（財政課）……２
○ 愛媛県手数料条例等の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……６
○ 愛媛県新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時基金条例…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７８
○ 愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………（行革分権課）……７９
○ 愛媛県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金条例…………………………………………（地域スポーツ課オリパラ・マスターズ推進室）……８１
○ 愛媛県歴史文化博物館事業推進基金条例…………………………………………………………………………………………………………（まなび推進課）……８１
○ 特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）……８１
○ 人にやさしいまちづくり条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）……８３
○ 食品衛生法施行条例等の一部を改正する等の条例…………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）……８３
○ 愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（子育て支援課）……９３
○ 愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例………………………………………………………………………………（障がい福祉課）……９３
○ 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例…………………………………………………………（ 〃 ）……９７
○ 愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例……………………………………………………………（ 〃 ）……９８
○ 愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例………………………………………………（ 〃 ）……９８
○ 愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例……………………………………………………………（ 〃 ）……９９
○ 愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例……………………………………………………………………（ 〃 ）…１００
○ 愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例……………………………………………………………………（ 〃 ）…１０１
○ 愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例…………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０１
○ 愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例……………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０２
○ 愛媛県高齢者施策推進基金条例………………………………………………………………………………………………………………………（長寿介護課）…１０３
○ 愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０３
○ 愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０４
○ 愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例…………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０４
○ 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例………………………………………………………（ 〃 ）…１０５
○ 愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準等を定める条例…………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０６
○ 愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例……………………………………………………………（ 〃 ）…１０７
○ 愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例………………………………………………………（ 〃 ）…１０８
○ 愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例……………………………………………………………（ 〃 ）…１０９
○ 愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例………………………………………………………………（ 〃 ）…１０９
○ 愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………（道路建設課）…１１０
○ 愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………………（都市整備課）…１１１
○ 愛媛県建築審査会条例等の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（建築住宅課）…１１１
○ 愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（義務教育課）…１１２
○ 教育職員の給与等に関する特別措置条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１１３
○ 愛媛県特殊詐欺等撲滅条例…………………………………………………………………………………………………………………（警察本部捜査第二課）…１１８
○ 愛媛県の未来を創る農業・農村振興条例…………………………………………………………………………………………………………………（財政課）…１２０
○ 愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１２２
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のとする。
５ 障害者支援施設は、非常災害が発生した場合に職員及び利用者が当該障害者支援施設において当面の避難生活をすることができるよう、
必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２２号
愛媛県高齢者施策推進基金条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県高齢者施策推進基金条例

（設置）
第１条 高齢者を支援するための施策を推進するため、高齢者施策推進基金（以下「基金」という。）を設置する。
（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。
（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。
（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。
（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。
（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替
えて運用することができる。
（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。
附 則

この条例は、公布の日から施行する。

!愛媛県条例第２３号
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５９号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６５条第１項の規定に基づき、軽費老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第
１３３号）第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。
（設備及び運営に関する基準）

第２条 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成２０
年厚生労働省令第１０７号）（同省令第８条（同省令附則第１０条において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改正に係る経過措置に
関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）

第３条 軽費老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害が発生した場合における入所者の
安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、当該軽費老人ホームの見やすい場所
に掲示しておかなければならない。

２ 軽費老人ホームは、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難誘
導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について職員及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わな
ければならない。

３ 軽費老人ホームは、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。

愛 媛 県 報令和３年３月２６日 第１９２号外１

１０３
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４ 軽費老人ホームは、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行うも
のとする。

５ 軽費老人ホームは、非常災害が発生した場合に職員及び入所者が当該軽費老人ホームにおいて当面の避難生活をすることができるよう、
必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２４号
愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６０号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１７条第１項の規定に基づき、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を
定めるものとする。
（用語）

第２条 この条例で使用する用語は、老人福祉法で使用する用語の例による。
（設備及び運営に関する基準）

第３条 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１
年厚生省令第１９号）（同省令第８条を除き、同省令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とす
る。この場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）

第４条 養護老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害が発生した場合における入所者の
安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、当該養護老人ホームの見やすい場所
に掲示しておかなければならない。

２ 養護老人ホームは、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難誘
導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について職員及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わな
ければならない。

３ 養護老人ホームは、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 養護老人ホームは、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行うも
のとする。

５ 養護老人ホームは、非常災害が発生した場合に職員及び入所者が当該養護老人ホームにおいて当面の避難生活をすることができるよう、
必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２５号
愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６１号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１７条第１項の規定に基づき、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基
準を定めるものとする。
（用語）

第２条 この条例で使用する用語は、老人福祉法で使用する用語の例による。
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（設備及び運営に関する基準）
第３条 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
（平成１１年厚生省令第４６号）（同省令第８条（同省令第４２条、第５９条及び第６３条において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改正
に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第１１条第４項第１号イ及び
第５５条第４項第１号イ中「入所者へのサービスの提供上必要と認められる場合は、２人」とあるのは「入所者相互の視線の遮断その他の
入所者のプライバシーの保護に配慮する措置が講じられていると認められる場合は、２人以上４人以下」と、同省令第５６条第６項及び第
８項中「常勤換算方法で１以上とする」とあるのは「この限りでない」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）

第４条 特別養護老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、地震、風水害、当該特別養護老人ホー
ムの周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常災害が発生した場合における入所者の安全の確保の
ための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、当該特別養護老人ホームの見やすい場所に掲示し
ておかなければならない。

２ 特別養護老人ホームは、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避
難誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について職員及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行
わなければならない。

３ 特別養護老人ホームは、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 特別養護老人ホームは、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行
うものとする。

５ 特別養護老人ホームは、非常災害が発生した場合に職員及び入所者が当該特別養護老人ホームにおいて当面の避難生活をすることがで
きるよう、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２６号
愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号（法第７０条の
２第４項において準用する場合を含む。）、第７２条の２第１項各号並びに第７４条第１項及び第２項の規定に基づき、指定居宅サービス事
業者の指定等をすることができる者並びに指定居宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
を定めるものとする。
（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。
! 指定通所介護 指定居宅サービスに該当する通所介護をいう。
" 共生型通所介護 通所介護に係る共生型居宅サービス（法第７２条の２第１項の申請に係る法第４１条第１項本文の指定を受けた者によ
る指定居宅サービスをいう。以下同じ。）をいう。
# 基準該当通所介護 基準該当居宅サービスに該当する通所介護又はこれに相当するサービスをいう。
$ 指定通所リハビリテーション 指定居宅サービスに該当する通所リハビリテーションをいう。
% 指定短期入所生活介護 指定居宅サービスに該当する短期入所生活介護をいう。
& 共生型短期入所生活介護 短期入所生活介護に係る共生型居宅サービスをいう。
' 基準該当短期入所生活介護 基準該当居宅サービスに該当する短期入所生活介護又はこれに相当するサービスをいう。
( 指定短期入所療養介護 指定居宅サービスに該当する短期入所療養介護をいう。
) 指定特定施設入居者生活介護 指定居宅サービスに該当する特定施設入居者生活介護をいう。
（指定居宅サービス事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第７０条第２項第１号（法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とする。ただし、病院等
により行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション
若しくは短期入所療養介護に係る法第４１条第１項の指定の申請の場合は、この限りでない。
（人員、設備及び運営に関する基準）
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第４条 指定居宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、指定
居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）（同省令第１０３条（同省令第１０５条の３、第１０９条、
第１１９条、第１４０条（同省令第１４０条の１３において準用する場合を含む。）、第１４０条の１５、第１４０条の３２、第１５５条（同省令第１５５条の１２に
おいて準用する場合を含む。）、第１９２条及び第１９２条の１２において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改正に係る経過措置に関す
る規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第３９条第２項（同省令第３９条の３及び第４３条にお
いて準用する場合を含む。）、第５３条の３第２項（同省令第５８条において準用する場合を含む。）、第７３条の２第２項、第８２条の２第２
項、第９０条の２第２項、第１０４条の４第２項（同省令第１０５条の３及び第１０９条において準用する場合を含む。）、第１１８条の２第２項、第
１３９条の２第２項（同省令第１４０条の１３、第１４０条の１５及び第１４０条の３２において準用する場合を含む。）、第１５４条の２第２項（同省令第
１５５条の１２において準用する場合を含む。）、第１９１条の３第２項、第１９２条の１１第２項、第２０４条の２第２項（同省令第２０６条において準
用する場合を含む。）及び第２１５条第２項中「２年間」とあるのは「５年間」と、同省令第１８１条第２項（同省令第１９２条の１２において準
用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録するとともに、当該利用者から申出があったときは、当該利用者
に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）
第５条 指定通所介護、共生型通所介護、基準該当通所介護、指定通所リハビリテーション、指定短期入所生活介護、共生型短期入所生活
介護、基準該当短期入所生活介護、指定短期入所療養介護又は指定特定施設入居者生活介護の事業を行う者（以下「事業者」という。）
は、非常災害が発生した場合における利用者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「事業所防災計画」とい
う。）を策定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければならない。
２ 事業者は、事業所防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに利用者を円滑に避難誘導する
ための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び利用者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わなけれ
ばならない。
３ 事業者は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 事業者は、第２項の訓練の結果に基づき、事業所防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて事業所防災計画の見直しを行うものと
する。
５ 事業者は、非常災害が発生した場合に従業者及び利用者が当該事業所において当面の避難生活をすることができるよう、必要な食糧、
飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）
第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則
この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２７号
愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準等を定める条例を次のように公布する。

令和３年３月２６日
愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の
方法に関する基準等を定める条例

愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６３号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５４条第１項第２号、第１１５条の２第２項第１号（法第
１１５条の１１において読み替えて準用する法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）、第１１５条の２の２第１項各号並びに第１１５
条の４第１項及び第２項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者の指定等をすることができる者、指定介護予防サービスの事業及
び基準該当介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準並びに指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスに係
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。
（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。
! 指定介護予防通所リハビリテーション 指定介護予防サービスに該当する介護予防通所リハビリテーションをいう。
" 指定介護予防短期入所生活介護 指定介護予防サービスに該当する介護予防短期入所生活介護をいう。
# 共生型介護予防短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護に係る共生型介護予防サービス（法第１１５条の２の２第１項の申請に
係る法第５３条第１項本文の指定を受けた者による指定介護予防サービスをいう。）をいう。
$ 基準該当介護予防短期入所生活介護 基準該当介護予防サービスに該当する介護予防短期入所生活介護又はこれに相当するサービス
をいう。
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! 指定介護予防短期入所療養介護 指定介護予防サービスに該当する介護予防短期入所療養介護をいう。
" 指定介護予防特定施設入居者生活介護 指定介護予防サービスに該当する介護予防特定施設入居者生活介護をいう。
（指定介護予防サービス事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第１１５条の２第２項第１号（法第１１５条の１１において読み替えて準用する法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）の
条例で定める者は、法人とする。ただし、病院等により行われる介護予防居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護
予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護予防短期入所療養介護に係る法第５３条
第１項本文の指定の申請の場合は、この限りでない。
（人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）
第４条 指定介護予防サービスの事業及び基準該当介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準並びに指定介護予防サービ
ス及び基準該当介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、次条に定めるもののほか、指定介護予防
サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成
１８年厚生労働省令第３５号）（同省令第１２０条の４（同省令第１４２条（同省令第１５９条において準用する場合を含む。）、第１６６条、第１８５条、
第１９５条（同省令第２１０条において準用する場合を含む。）、第２４５条及び第２６２条において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改正
に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第５４条第２項（同省令第６１
条において準用する場合を含む。）、第７３条第２項、第８３条第２項、第９２条第２項、第１２２条第２項、第１４１条第２項（同省令第１５９条、
第１６６条及び第１８５条において準用する場合を含む。）、第１９４条第２項（同省令第２１０条において準用する場合を含む。）、第２４４条第２
項、第２６１条第２項、第２７５条第２項（同省令第２８０条において準用する場合を含む。）及び第２８８条第２項中「２年間」とあるのは「５年
間」と、同省令第２３７条第２項（同省令第２６２条において準用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録すると
ともに、当該利用者から申出があったときは、当該利用者に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」と
するほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）
第５条 指定介護予防通所リハビリテーション、指定介護予防短期入所生活介護、共生型介護予防短期入所生活介護、基準該当介護予防短
期入所生活介護、指定介護予防短期入所療養介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う者（以下「事業者」という。）
は、非常災害が発生した場合における利用者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「事業所防災計画」とい
う。）を策定し、当該事業所の見やすい場所に掲示しておかなければならない。
２ 事業者は、事業所防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに利用者を円滑に避難誘導する
ための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び利用者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わなけれ
ばならない。
３ 事業者は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 事業者は、第２項の訓練の結果に基づき、事業所防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて事業所防災計画の見直しを行うものと
する。
５ 事業者は、非常災害が発生した場合に従業者及び利用者が当該事業所において当面の避難生活をすることができるよう、必要な食糧、
飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）
第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則
この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２８号
愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６４号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８６条第１項並びに第８８条第１項及び第２項の規定に基づき、指定介護老人福
祉施設の指定に必要な入所定員並びに指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。
（用語）
第２条 この条例で使用する用語は、介護保険法で使用する用語の例による。
（入所定員）
第３条 介護保険法第８６条第１項の条例で定める数は、３０人以上とする。
（人員、設備及び運営に関する基準）
第４条 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び
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運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）（同省令第２６条（同省令第４９条において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改正に
係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第３条第１項第１号イ中「入
所者への指定介護福祉施設サービスの提供上必要と認められる場合は、２人」とあるのは「入所者相互の視線の遮断その他の入所者のプ
ライバシーの保護に配慮する措置が講じられていると認められる場合は、２人以上４人以下」と、同省令第８条第２項（同省令第４９条に
おいて準用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録するとともに、当該入所者から申出があったときは、当
該入所者に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」と、同省令第３７条第２項（同省令第４９条において準
用する場合を含む。）中「２年間」とあるのは「５年間」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）
第５条 指定介護老人福祉施設は、地震、風水害、当該指定介護老人福祉施設の周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常
災害ごとに、当該非常災害が発生した場合における入所者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計
画」という。）を策定し、当該指定介護老人福祉施設の見やすい場所に掲示しておかなければならない。
２ 指定介護老人福祉施設は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に
避難誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練
を行わなければならない。
３ 指定介護老人福祉施設は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 指定介護老人福祉施設は、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを
行うものとする。
５ 指定介護老人福祉施設は、非常災害が発生した場合に従業者及び入所者が当該指定介護老人福祉施設において当面の避難生活をするこ
とができるよう、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）
第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則
この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第２９号
愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６５号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９７条第１項から第３項までの規定に基づき、介護老人保健施設の人員、施設
及び設備並びに運営に関する基準を定めるものとする。
（用語）
第２条 この条例で使用する用語は、介護保険法で使用する用語の例による。
（人員、施設及び設備並びに運営に関する基準）
第３条 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、介護老人保健施設の人員、施設及
び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号）（同省令第２８条（同省令第５０条において準用する場合を含む。）を除き、同
省令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第９条第２項
（同省令第５０条において準用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録するとともに、当該入所者から申出が
あったときは、当該入所者に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」と、同省令第３８条第２項（同省令
第５０条において準用する場合を含む。）中「２年間」とあるのは「５年間」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）
第４条 介護老人保健施設は、地震、風水害、当該介護老人保健施設の周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常災害ごと
に、当該非常災害が発生した場合における入所者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」とい
う。）を策定し、当該介護老人保健施設の見やすい場所に掲示しておかなければならない。
２ 介護老人保健施設は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難
誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行
わなければならない。
３ 介護老人保健施設は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 介護老人保健施設は、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行う
ものとする。
５ 介護老人保健施設は、非常災害が発生した場合に従業者及び入所者が当該介護老人保健施設において当面の避難生活をすることができ
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るよう、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第３０号
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６６号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この条例は、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有
するものとされる同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「旧法」という。）第１１０条第１項及び第２
項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。
（用語）

第２条 この条例で使用する用語は、旧法で使用する用語の例による。
（人員、設備及び運営に関する基準）

第３条 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、健康保険法等の一部を改正する法律
（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる健康保険法等の一部を改正する法律の
一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成２４年厚生労働省令第１０号）第１条の規定による廃止前の指定介護療養型
医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号）（同省令第２７条（同省令第５０条において準用する場合を含
む。）を除き、同省令の改正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省
令第１０条第２項（同省令第５０条において準用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録するとともに、当該患
者から申出があったときは、当該患者に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」と、同省令第３６条第２
項（同省令第５０条において準用する場合を含む。）中「２年間」とあるのは「５年間」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定め
る。
（非常災害対策）
第４条 指定介護療養型医療施設は、地震、風水害、当該指定介護療養型医療施設の周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の
非常災害ごとに、当該非常災害が発生した場合における入院患者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防
災計画」という。）を策定し、当該指定介護療養型医療施設の見やすい場所に掲示しておかなければならない。
２ 指定介護療養型医療施設は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入院患者を円
滑に避難誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び入院患者に周知するとともに、避難、救出等の必要
な訓練を行わなければならない。
３ 指定介護療養型医療施設は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 指定介護療養型医療施設は、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直し
を行うものとする。
５ 指定介護療養型医療施設は、非常災害が発生した場合に従業者及び入院患者が当該指定介護療養型医療施設において当面の避難生活を
することができるよう、必要な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）
第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則
この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第３１号
愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年愛媛県条例第１７号）の全部を改正する。
（趣旨）
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第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１１条第１項から第３項までの規定に基づき、介護医療院の人員、施設及び設
備並びに運営に関する基準を定めるものとする。
（用語）

第２条 この条例で使用する用語は、介護保険法で使用する用語の例による。
（人員、施設及び設備並びに運営に関する基準）

第３条 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準は、次条に定めるもののほか、介護医療院の人員、施設及び設備並びに
運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号）（同省令第３２条（同省令第５４条において準用する場合を含む。）を除き、同省令の改
正に係る経過措置に関する規定を含む。）に定める基準をもって、その基準とする。この場合において、同省令第１３条第２項（同省令第
５４条において準用する場合を含む。）中「記録しなければならない」とあるのは「記録するとともに、当該入所者から申出があったとき
は、当該入所者に対し、記録したサービスの内容等を文書により提供しなければならない」と、同省令第４２条第２項（同省令第５４条にお
いて準用する場合を含む。）中「２年間」とあるのは「５年間」とするほか、必要な技術的読替えは、規則で定める。
（非常災害対策）

第４条 介護医療院は、地震、風水害、当該介護医療院の周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常
災害が発生した場合における入所者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、
当該介護医療院の見やすい場所に掲示しておかなければならない。

２ 介護医療院は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難誘導す
るための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わなけ
ればならない。

３ 介護医療院は、前項の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。
４ 介護医療院は、第２項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行うものと
する。

５ 介護医療院は、非常災害が発生した場合に従業者及び入所者が当該介護医療院において当面の避難生活をすることができるよう、必要
な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。
（規則への委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県条例第３２号
愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように公布する。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を改正する条例

愛媛県県道の構造の技術的基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第７４号）の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次
第１章 省略
第２章 県道の構造の技術的基準（第４条―第４５条）
第３章 道路標識の寸法（第４６条）
第４章 雑則（第４７条）
附則
（交通安全施設）

第３３条 交通事故の防止を図るため必要がある場合においては、横
断歩道橋等、自動運行補助施設、柵、照明施設、視線誘導標、緊
急連絡施設その他これらに類する施設で省令第３条に掲げるもの
を設けるものとする。

第４４条 省略
（歩行者利便増進道路）

第４５条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行
者道又は歩行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しく

目次
第１章 省略
第２章 県道の構造の技術的基準（第４条―第４４条）
第３章 道路標識の寸法（第４５条）
第４章 雑則（第４６条）
附則
（交通安全施設）

第３３条 交通事故の防止を図るため必要がある場合においては、横
断歩道橋等、自動運行補助施設、柵、照明施設、視線誘導標、緊
急連絡施設その他これらに類する施設で省令第３条に掲げるもの
を設けるものとする。

第４４条 省略

愛 媛 県 報令和３年３月２６日 第１９２号外１
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規 則

!愛媛県規則第１４号
愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則等の一部を改正する規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則等の一部を改正する規則

（愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則の一部改正）
第１条 愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則（平成１２年愛媛県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

" 目 次 "

規 則
○ 愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則等の一部を改正する規則……………………………………………………………（財政課）……１
○ 愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則……………………………（子育て支援課）……１４
○ 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則………………………………………………（障がい福祉課）……１５
○ 愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則…………………………………………………（ 〃 ）……１６
○ 愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則……………………………………（ 〃 ）……１６
○ 愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則…………………………………………………（ 〃 ）……１７
○ 愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則…………………………………………………………（ 〃 ）……１８
○ 愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例第７条第２項のサービスの提供に関する記録を定める規則等を廃止する

規則……………………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１８
○ 愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則…………………………………………………………………（ 〃 ）……１８
○ 愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則……………………………………………………………………（長寿介護課）……１９
○ 愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則……………………………………………………………………（ 〃 ）……１９
○ 愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則………………………………………………………………（ 〃 ）……２０
○ 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則……………………………………………（ 〃 ）……２１
○ 愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準等を定める条例施行規則………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２３
○ 愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則…………………………………………………（ 〃 ）……２５
○ 愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則……………………………………………（ 〃 ）……２６
○ 愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則…………………………………………………（ 〃 ）……２７
○ 愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則……………………………………………………（ 〃 ）……２８

公安委員会規則
○ 愛媛県特殊詐欺等撲滅条例施行規則………………………………………………………………………………………………………（警察本部捜査第二課）……２９

改 正 後 改 正 前

（規則で定める手数料の金額）
第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号。以下「条
例」という。）別表２の表６３の項の右欄の規則で定める金額は、
次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。
! 省略
" 豚及び生体量１９０キログラム未満の牛 １頭につき２２０円
# 山羊、めん羊及び生後１箇月未満の乳用子牛 １頭につき１４
０円
$ 生後１箇月未満の山羊及びめん羊 １頭につき１３０円

２ 条例別表４の表２７の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号
に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

（規則で定める手数料の金額）
第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号。以下「条
例」という。）別表２の表６３の項の右欄の規則で定める金額は、
次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。
! 省略
" 豚及び生体量１９０キログラム未満の牛 １頭につき２００円
# 山羊、めん羊及び生後１箇月未満の乳用子牛 １頭につき６０
円

$ 生後１箇月未満の山羊及びめん羊 １頭につき２０円
２ 条例別表４の表２７の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号
に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

毎週（火・金）曜日発行 第１９２号外２ 令和３年３月２６日

令和３年３月２６日金曜日 第１９２号外２
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第２条 条例第３条の規定により障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び運営に
関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７７号）に定める基準を同条の基準とする場合においては、同省令第３４条第２項中「この章」とあ
るのは、「この章（第７条を除く。）の規定及び愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例
第２１号）第４条」と読み替えるものとする。

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２３号
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第８号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２３号。以下「条例」とい
う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第２条の規定により軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成２０年厚生労働省令第１０７号。以下「基準省令」とい
う。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第２２条第２項 第７条から第９条まで 第７条、第９条

規定を遵守させる 規定並びに愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準
を定める条例（令和３年愛媛県条例第２３号。以下「基準条例」
という。）第３条の規定を遵守させる

附則第２条第１号 附則第３条から附則第１０条まで 次条から附則第９条まで及び基準条例第２条の規定により読み
替えられた附則第１０条の規定並びに基準条例第３条

附則第１０条 第２２条及び 基準条例第２条の規定により読み替えられた第２２条及び

第２２条第２項中「第７条から第９条
まで

基準条例第２条の規定により読み替えられた第２２条第２項中
「第７条、第９条

並びに附則第１０条において準用する
第７条から第９条まで

の規定並びに附則第１０条において準用する第７条、第９条

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２４号
愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

令和３年３月２６日
愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第９号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２４号。以下「条例」とい
う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚生省令第１９号）に定める基準を同条の基準とす
る場合においては、同省令第２１条第２項中「第７条から第９条まで」とあるのは「第７条、第９条」と、「規定を遵守させる」とあるの
は「規定並びに愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２４号）第４条の規定を遵守させ
る」と読み替えるものとする。

附 則

愛 媛 県 報令和３年３月２６日 第１９２号外２
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この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２５号
愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１０号）の全部を改正する。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２５号。以下「条例」と
いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号。以下「基準省令」とい
う。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第１１条第１項第２号イ 第８条第１項に規定する計画 愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定
める条例（令和３年愛媛県条例第２５号。以下「基準条例」と
いう。）第４条第１項に規定する施設防災計画

第１１条第１項第２号ロ 第８条第２項 基準条例第４条第２項

計画 施設防災計画

第２３条第２項 第７条から第９条まで及び第１２条の２
から第３１条の２まで

第７条、第９条及び第１２条の２から第３１条の２までの規定並
びに基準条例第４条

第３５条第１項第２号イ 第４２条において準用する第８条第１項
に規定する計画

基準条例第４条第１項に規定する施設防災計画

第３５条第１項第２号ロ 第４２条において準用する第８条第２項 基準条例第４条第２項

計画 施設防災計画

第４２条及び第６３条 第２０条から第２３条まで 第２０条から第２２条の２まで、基準条例第３条の規定により読
み替えられた第２３条

第２３条第２項中「第７条から第９条ま
で

基準条例第３条の規定により読み替えられた第２３条第２項中
「第７条、第９条

並びに の規定並びに

準用する第８条、第９条 準用する第９条

第５５条第１項第２号イ 第５９条において準用する第８条第１項
に規定する計画

基準条例第４条第１項に規定する施設防災計画

第５５条第１項第２号ロ 第５９条において準用する第８条第２項 基準条例第４条第２項

計画 施設防災計画

第５９条 第１７条から第２９条まで 第１７条から第２２条の２まで、基準条例第３条の規定により読
み替えられた第２３条、第２４条から第２９条まで

第２３条第２項中「第７条から第９条ま
で

基準条例第３条の規定により読み替えられた第２３条第２項中
「第７条、第９条

並びに第５９条において準用する第７条
から第９条まで

の規定並びに第５９条において準用する第７条、第９条

第６１条第１項第２号イ 第６３条において準用する第８条第１項
に規定する計画

基準条例第４条第１項に規定する施設防災計画

第６１条第１項第２号ロ 第６３条において準用する第８条第２項 基準条例第４条第２項

計画 施設防災計画

附則第３条第１項 第１１条第４項第１号及び第５５条第４項
第１号

基準条例第３条の規定により読み替えられた第１１条第４項第
１号及び第５５条第４項第１号
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第１１条第４項第１号イ及び第５５条第４
項第１号イ中「４人」とあるのは「原
則として４人

基準条例第３条の規定により読み替えられた第１１条第４項第
１号イ及び第５５条第４項第１号イ中「１人とすること。ただ
し、入所者相互の視線の遮断その他の入所者のプライバシー
の保護に配慮する措置が講じられていると認められる場合
は、２人以上４人以下とすることができる」とあるのは「原
則として４人以下とすること

２ 条例第３条の規定により特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成１４年厚生労働省令第１０７号。以
下「改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における改正省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える改正省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第２条第２項 第３章 第３章（愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する
基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２５号。以下「基準
条例」という。）第３条の規定により読み替えられた規定に
あっては、同条の規定による読替え後のものとする。以下同
じ。）及び基準条例第４条

附則第３条第２項 第３章 第３章並びに基準条例第４条

３ 条例第３条の規定により地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に
伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成２３年厚生労働省令第１２７号。以下「整備省令」という。）に定める基準を同条の基準
とする場合における整備省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える整備省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第２条第２項 新特養基準第１１条第４項第１号イ及び
第５５条第４項第１号イ

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定
める条例（令和３年愛媛県条例第２５号）第３条の規定により
読み替えられた新特養基準第１１条第４項第１号イ及び第５５条
第４項第１号イ

新特養基準第１１条第４項第１号イ及び
第５５条第４項第１号イ中「１人

これらの規定中「１人とすること。ただし、入所者相互の視
線の遮断その他の入所者のプライバシーの保護に配慮する措
置が講じられていると認められる場合は、２人以上４人以下
とすることができる

４人以下 ４人以下とすること

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２６号
愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１１号）の全部を改
正する。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２６号。
以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「基準省
令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第２８条第２項 この章 この章（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及
び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例
第２６号。以下「基準条例」という。）第４条の規定により
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読み替えられた規定にあっては、同条の規定による読替え
後のものとする。）

第３９条の３ 前節 前節（基準条例第４条の規定により読み替えられた規定に
あっては、同条の規定による読替え後のものとする。）

第４３条 第６項を除く 第６項を除き、基準条例第４条の規定により読み替えられ
た規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る

第５２条第２項 この節 この節（基準条例第４条の規定により読み替えられた規定
にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。）

第５８条 第５４条を除く 第５４条を除き、基準条例第４条の規定により読み替えられ
た規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る

第７４条、第８３条、第９１条、
第２０５条、第２０６条及び第
２１６条

第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

第１０５条 第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

と読み替えるものとする と、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第
２項 中「こ の 節（」と あ る の は「こ の 節（第１０３条 を 除
き、」と、「読替え後のものとする。）」とあるのは「読
替え後のものとする。）の規定及び基準条例第５条」と読
み替えるものとする

第１０５条の３ 第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

、第９５条第４項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「読替え後のものとする。）」とあるのは「読替え後
のものとする。）の規定及び基準条例第５条」と、第９５条
第４項

第１０９条 第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

、第９６条第２項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「読替え後のものとする。）」とあるのは「読替え後
のものとする。）の規定及び基準条例第５条」と、第９６条
第２項

第１１６条第２項 この節 この節（基準条例第４条の規定により読み替えられた規定
にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。）
の規定及び基準条例第５条

第１２４条第１項第２号イ 第１４０条において準用する第１０３条第１
項に規定する計画

基準条例第５条第１項に規定する事業所防災計画（以下
「事業所防災計画」という。）

第１２４条第１項第２号ロ 第１４０条において準用する第１０３条第１
項

基準条例第５条第２項

同項に規定する計画 事業所防災計画

第１４０条、第１４０条の１５、第
１４０条の３２及び第１５５条

第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

、第１０１条第３項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「読替え後のものとする。）」とあるのは「読替え後
のものとする。）の規定及び基準条例第５条」と、第１０１条
第３項

第１４０条 の４第１項 第２号
イ

第１４０条の１３において準用する第１４０条
において準用する第１０３条第１項に規
定する計画

事業所防災計画

第１４０条 の４第１項 第２号
ロ

第１４０条の１３において準用する第１４０条
において準用する第１０３条第１項

基準条例第５条第２項

同項に規定する計画 事業所防災計画
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第１４０条の１３ 及び第１３９条から第１４０条（第１０１条の準
用に係る部分を除く。）まで

、第１３９条、第１３９条の２及び基準条例第４条の規定により
読み替えられた第１４０条（第１０１条の準用に係る部分を除
く。）

第１５５条の１２ 第１５５条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第１５５条

第１９１条の３第２項第２号 第１８１条第２項 基準条例第４条の規定により読み替えられた第１８１条第２項

第１９２条及び第１９２条の１２ 第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条
、第１０４条第２項第１号 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２

項中「読替え後のものとする。）」とあるのは「読替え後
のものとする。）の規定及び基準条例第５条」と、第１０４条
第２項第１号

第１９２条の１１第２項第７号 第１８１条第２項 基準条例第４条の規定により読み替えられた第１８１条第２項
第２１７条第１項 この省令 この省令（基準条例第４条の規定により読み替えられた規

定にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。
以下この条において同じ。）

２ 条例第４条の規定により指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成１５年厚生労働省令
第２８号。以下「平成１５年改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における平成１５年改正省令の規定の技術的読替えは、
次の表のとおりとする。

読み替える平成１５年改正省
令の規定

読み替えられる字句 読み替える字句

附則第３条 第９章 第５節（第１４０条 の４第６項 第
１号ロ!を除く。）

第９章第５節（第１４０条の４第６項第１号ロ!及び第１４０条
の１３（新基準第１４０条の規定により新基準第１０３条を準用す
る部分に限る。）を除き、愛媛県指定居宅サービス等の事
業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令
和３年愛媛県条例第２６号。以下「基準条例」という。）第
４条の規定により読み替えられた規定にあっては、同条の
規定による読替え後のものとする。）及び基準条例第５条

附則第４条第２項 第５節 第５節（第１４０条の１３（新基準第１４０条の規定により新基準
第１０３条を準用する部分に限る。）を除き、基準条例第４条
の規定により読み替えられた規定にあっては、同条の規定
による読替え後のものとする。）並びに基準条例第５条

３ 条例第４条の規定により指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成１７年厚生労働省
令第１３９号。以下「平成１７年改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における平成１７年改正省令の規定の技術的読替
えは、次の表のとおりとする。

読み替える平成１７年改正省
令の規定

読み替えられる字句 読み替える字句

附則第２条第２項 第５節 第５節（第１５５条の１２（指定居宅サービス等新基準第１５５条
の規定により指定居宅サービス等新基準第１０３条を準用する
部分に限る。）を除き、愛媛県指定居宅サービス等の事業
の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和
３年愛媛県条例第２６号）第４条の規定により読み替えられ
た規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る。）並びに同条例第５条

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２７号
愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日
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愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の
方法に関する基準等を定める条例施行規則

愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準等を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１２号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条 この規則は、愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２７号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め
るものとする。
（技術的読替え）
第２条 条例第４条の規定により指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場
合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第５２条第２項 この節 この節（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設
備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例
（令 和３年 愛 媛 県 条 例 第２７号。以 下「基 準 条 例」と い
う。）第４条の規定により読み替えられた規定にあって
は、同条の規定による読替え後のものとする。）

第６１条 第５５条を除く 第５５条を除き、基準条例第４条の規定により読み替えられ
た規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る

第７４条、第８４条、第９３条、
第２７６条、第２８０条及び第
２８９条

第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

第１１９条第２項 この節及び次節 この節（第１２０条の４を除き、基準条例第４条の規定により
読み替えられた規定にあっては、同条の規定による読替え
後のものとする。）及び次節の規定並びに基準条例第５条

第１３２条第１項第２号イ 第１４２条において準用する第１２０条の４
第１項に規定する計画

基準条例第５条第１項に規定する事業所防災計画（以下
「事業所防災計画」という。）

第１３２条第１項第２号ロ 第１４２条において準用する第１２０条の４
第１項

基準条例第５条第２項

同項に規定する計画 事業所防災計画

第１４２条、第１６６条、第１８５
条及び第１９５条

第５２条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条

、第５３条の２の２第２項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「次節」とあるのは「次節の規定並びに基準条例第５
条」と、第５３条の２の２第２項

第１５３条第１項第２号イ 第１５９条において準用する第１４２条にお
いて準用する第１２０条の４第１項に規
定する計画

事業所防災計画

第１５３条第１項第２号ロ 第１５９条において準用する第１４２条にお
いて準用する第１２０条の４第１項

基準条例第５条第２項

同項に規定する計画 事業所防災計画

第１５９条 第１４０条から第１４２条（第１２０条の２の準
用に係る部分は除く。）まで

第１４０条、第１４１条、基準条例第４条の規定により読み替え
られた第１４２条（第１２０条の２の準用に係る部分を除く。）

第２１０条 第１９５条 基準条例第４条の規定により読み替えられた第１９５条

第２４４条第２項第２号 第２３７条第２項 基準条例第４条の規定により読み替えられた第２３７条第２項

第２４５条 第５０条の２から第５２条まで 第５０条の２から第５１条まで、基準条例第４条の規定により
読み替えられた第５２条
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、同項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「次節」とあるのは「次節の規定並びに基準条例第５
条」と、第５３条の４第１項

第２６１条第２項第７号 次条において準用する第２３７条第２項 基準条例第４条の規定により読み替えられた第２３７条第２項

第２６２条 第５０条の２から第５２条まで 第５０条の２から第５１条まで、基準条例第４条の規定により
読み替えられた第５２条

、第５３条の４第１項 、基準条例第４条の規定により読み替えられた第５２条第２
項中「次節」とあるのは「次節の規定並びに基準条例第５
条」と、第５３条の４第１項

第２８０条 第２７６条を除く 第２７６条を除き、基準条例第４条の規定により読み替えられ
る

第２９３条第１項 この省令 この省令（基準条例第４条の規定により読み替えられた規
定にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。
以下この条において同じ。）

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２８号
愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１３号）の全部を改正す
る。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２８号。以下
「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「基準省令」
という。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第２２条第２項 この章 この章（第２６条を除き、愛媛県指定介護老人福祉施設の人
員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和３年愛
媛県条例第２８号。以下「基準条例」という。）第４条の規定
により読み替えられた規定にあっては、同条の規定による読
替え後のものとする。）の規定及び基準条例第５条

第３７条第２項第２号 第８条第２項 基準条例第４条の規定により読み替えられた第８条第２項

第４９条 第１７条から第２２条の２まで、第２４条の
２及び第２６条から第３７条まで

第１７条から第２１条まで、基準条例第４条の規定により読み替
えられた第２２条、第２２条の２、第２４条の２、第２６条から第３６
条まで及び基準条例第４条の規定により読み替えられた第３７
条

第２２条第２項中「この章」とあるのは
「第５章第３節」と、第３７条第２項第
２号 中「第８条 第２項」と あ る の は
「第４９条において準用する第８条第２
項

基準条例第４条の規定により読み替えられた第２２条第２項中
「この章（第２６条」とあるのは「第５章第３節（第４９条（第
２６条を準用する部分に限る。）」と、基準条例第４条の規定
により読み替えられた第３７条第２項第２号中「基準条例第４
条」とあるのは「第４９条において準用する基準条例第４条

第５０条第１項 この省令 この省令（基準条例第４条の規定により読み替えられた規定
にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。以下
この条において同じ。）
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附則第４条第１項 第３条第１項第１号 基準条例第４条の規定により読み替えられた第３条第１項第
１号

４人」とあるのは「原則として４人 １人とすること。ただし、入所者相互の視線の遮断その他の
入所者のプライバシーの保護に配慮する措置が講じられてい
ると認められる場合は、２人以上４人以下とすることができ
る」とあるのは「原則として４人以下とすること

２ 条例第４条の規定により指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成１５年厚生労働省令第３０
号。以下「改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における改正省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとす
る。

読み替える改正省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第３条第２項 第５章 第５章（第４９条（新基準第２６条を準用する部分に限る。）を
除き、愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に
関する基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２８号。以
下「基準条例」という。）第４条の規定により読み替えられ
た規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る。以下同じ。）及び基準条例第５条

附則第４条第２項 第５章 第５章並びに基準条例第５条

３ 条例第４条の規定により地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の一部の施行に
伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成２３年厚生労働省令第１２７号。以下「整備省令」という。）に定める基準を同条の基準
とする場合における整備省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える整備省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第３条第２項 新介護老人福祉施設基準第３条第１項
第１号イ

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する
基準等を定める条例（令和３年愛媛県条例第２８号）第４条の
規定により読み替えられた新介護老人福祉施設基準第３条第
１項第１号イ

１人 １人とすること。ただし、入所者相互の視線の遮断その他の
入所者のプライバシーの保護に配慮する措置が講じられてい
ると認められる場合は、２人以上４人以下とすることができ
る

４人以下 ４人以下とすること

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第２９号
愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則

愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１４号）の全部を改
正する。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２９号。
以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号。以下「基準
省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。
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読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第４条第１項第１号ロ! 第２８条第１項に規定する計画 愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関
する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２９号。以下「基
準条例」という。）第４条第１項に規定する施設防災計画

第４条第１項第１号ロ" 第２８条第１項 基準条例第４条第２項

同項に規定する計画 同条第１項に規定する施設防災計画

第２４条第２項 この章 この章（第２８条を除き、基準条例第３条の規定により読み替え
られた規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る。）の規定及び基準条例第４条

第３８条第２項第３号 第９条第２項 基準条例第３条の規定により読み替えられた第９条第２項

第４１条第４項第１号ロ! 第５０条において準用する第２８条第１
項に規定する計画

基準条例第４条第１項に規定する施設防災計画

第４１条第４項第１号ロ" 第５０条において準用する第２８条第１
項

基準条例第４条第２項

同項に規定する計画 同条第１項に規定する施設防災計画

第５０条 第２２条から第２４条の２まで、第２６条
の２及び第２８条から第３８条まで

第２２条、第２３条、基準条例第３条の規定により読み替えられた
第２４条、第２４条の２、第２６条の２、第２８条から第３７条まで及び
基準条例第３条の規定により読み替えられた第３８条

第２４条第２項中「この章」とあるの
は「第５章第３節

基準条例第３条の規定により読み替えられた第２４条第２項中
「この章（第２８条」とあるのは「第５章第３節（第５０条（第２８
条を準用する部分に限る。）

第３８条第２項第３号中「第９条第２
項」とあるのは「第５０条において準
用する第９条第２項

基準条例第３条の規定により読み替えられた同項第３号中「基
準条例第３条」とあるのは「第５０条において準用する基準条例
第３条

第５１条第１項 この省令 この省令（基準条例第３条の規定により読み替えられた規定に
あっては、同条の規定による読替え後のものとする。以下この
条において同じ。）

２ 条例第３条の規定により指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成１７年厚生労働省
令第１３９号。以下「改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における改正省令の規定の技術的読替えは、次の表のと
おりとする。

読み替える改正省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第５条第１項 第５章（第４１条第２項第１号イ#及
び同号ロ"を除く。次項において同
じ。）

第５章（第４１条第２項第１号イ#及び同号ロ"並びに第５０条
（介護老人保健施設新基準第２８条を準用する部分に限る。）を
除き、愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運
営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第２９号。以
下「基準条例」という。）第３条の規定により読み替えられた
規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとする。次
項において同じ。）及び基準条例第４条

附則第５条第２項 第５章 第５章及び基準条例第４条

附則第６条第２項 第５章 第５章（第５０条（介護老人保健施設新基準第２８条を準用する部
分に限る。）を除き、基準条例第３条の規定により読み替えら
れた規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る。）並びに基準条例第４条

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第３０号
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
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令和３年３月２６日
愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１５号）の全部を改正す

る。
（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第３０号。以下
「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおそ
の効力を有するものとされる健康保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成２４年
厚生労働省令第１０号）第１条の規定による廃止前の指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１
号。以下「基準省令」という。）に定める基準を条例第３条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとお
りとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第２３条第２項 この章 この章（第２７条を除き、愛媛県指定介護療養型医療施設の人
員、設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県
条例第３０号。以下「基準条例」という。）第３条の規定により
読み替えられた規定にあっては、同条の規定による読替え後の
ものとする。）の規定及び基準条例第４条

第３６条第２項第２号 第１０条第２項 基準条例第３条の規定により読み替えられた第１０条第２項

第５０条 第２１条から第２３条の２まで、第２５条
の２及び第２７条から第３６条まで

第２１条、第２２条、基準条例第３条の規定により読み替えられた
第２３条、第２３条の２、第２５条の２、第２７条から第３５条まで及び
基準条例第３条の規定により読み替えられた第３６条

第２３条第２項中「この章」とあるの
は「第５章第３節」と、第３６条第２
項第２号中「第１０条第２項」とある
のは「第５０条において準用する第１０
条第２項

基準条例第３条の規定により読み替えられた第２３条第２項中
「この章（第２７条」とあるのは「第５章第３節（第５０条（第２７
条を準用する部分に限る。）」と、基準条例第３条の規定によ
り読み替えられた第３６条第２項第２号中「基準条例第３条」と
あるのは「第５０条において準用する基準条例第３条

第５１条第１項 この省令 この省令（基準条例第３条の規定により読み替えられた規定に
あっては、同条の規定による読替え後のものとする。以下この
条において同じ。）

２ 条例第３条の規定により指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（平成１７年厚生労働省
令第１３９号。以下「改正省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における改正省令の規定の技術的読替えは、次の表のと
おりとする。

読み替える改正省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

附則第８条第２項 第５章 第５章（第５０条（指定介護療養型医療施設新基準第２７条を準用
する部分に限る。）を除き、愛媛県指定介護療養型医療施設の
人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛
県条例第３０号）第３条の規定により読み替えられた規定にあっ
ては、同条の規定による読替え後のものとする。）並びに同条
例第４条

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県規則第３１号
愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広
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公安委員会規則

愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則
愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則（平成３０年愛媛県規則第１７号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条 この規則は、愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（令和３年愛媛県条例第３１号。以下
「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（技術的読替え）
第２条 条例第３条の規定により介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下「基準省
令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基準省令の規定 読み替えられる字句 読み替える字句

第６条第１項第１号ロ! 第３２条第１項の規定による計画 愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基
準を定める条例（令和３年愛媛県条例第３１号。以下「基準条
例」という。）第４条第１項に規定する施設防災計画

第６条第１項第１号ロ" 第３２条第１項 基準条例第４条第２項

同項の計画 同条第１項に規定する施設防災計画

第２７条第２項 この章 この章（第３２条を除き、基準条例第３条の規定により読み替え
られた規定にあっては、同条の規定による読替え後のものとす
る。）の規定及び基準条例第４条

第４２条第２項第３号 第１３条第２項 基準条例第３条の規定により読み替えられた第１３条第２項

第４５条第４項第１号ロ! 第５４条において準用する第３２条第１
項の計画

基準条例第４条第１項に規定する施設防災計画

第４５条第４項第１号ロ" 第５４条において準用する第３２条第１
項

基準条例第４条第２項

同項の計画 同条第１項に規定する施設防災計画

第５４条 第２５条から第２８条まで、第３０条の２
及び第３２条から第４２条まで

第２５条、第２６条、基準条例第３条の規定により読み替えられた
第２７条、第２８条、第３０条の２、第３２条から第４１条まで及び基準
条例第３条の規定により読み替えられた第４２条

第２７条第２項中「この章」とあるの
は「第５章第３節

基準条例第３条の規定により読み替えられた第２７条第２項中
「この章（第３２条」とあるのは「第５章第３節（第５４条（第３２
条を準用する部分に限る。）

第５５条第１項 この省令 この省令（基準条例第３条の規定により読み替えられた規定に
あっては、同条の規定による読替え後のものとする。以下この
条において同じ。）

附 則
この規則は、令和３年４月１日から施行する。

!愛媛県公安委員会規則第６号
愛媛県特殊詐欺等撲滅条例施行規則を次のように定める。
令和３年３月２６日

愛媛県公安委員会委員長 曽我部 謙 一
愛媛県特殊詐欺等撲滅条例施行規則

（趣旨）
第１条 この規則は、愛媛県特殊詐欺等撲滅条例（令和３年愛媛県条例第３７号。以下「条例」という。）第２３条の規定に基づき、条例の施
行に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
! 個人情報取扱事業者 条例第２０条第１項に規定する個人情報取扱事業者をいう。
" 氏名等確認書類 運転免許証、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第
２条第７項に規定する個人番号カード、旅券、国民健康保険被保険者証その他の自然人の氏名、住所及び生年月日が記載された書類で
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